
平成２９年度

９ 月 補 正 予 算 資 料

～ 政策的主要事業等の概要 ～

平成２９年９月

高知県四万十町
ＳＨＩＭＡＮＴＯ　ＴＯＷＮ



新 … 本 年 度 か ら の 新 規 事 業

継 … 前 年 度 以 前 か ら の 継 続 事 業

拡 … 前 年 度 以 前 か ら 拡 充 し た 事 業

※ 詳しくは「平成29年度当初予算(案)の概要」にある「予算説明資料の見方」をご覧ください。

この内容に関するお問い合わせは …

　　〒786-8501　高知県高岡郡四万十町琴平町16-17

　四万十町役場　総務課（財政班）

　　　電　話　0880－22－3111（代表）
　　　Ｆａｘ　0880－22－3123
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【 一 般 会 計 】 単位： 千円

款 項 目
整理
No.

創生総
合戦略

補正予算額
説　明
ページ

別添資料
ペ ー ジ

所　管　課

2 1 6 1 ③ 15,000 1 建設課

3 1 8 2 ④ 2,621 1 健康福祉課

3 2 1 3 ③ 8,580 2 生涯学習課

6 1 3 4 ④ 1,085 2 農林水産課

6 1 4 5 ① 50,000 3 農林水産課

6 2 2 6 700 3 農林水産課

7 1 3 7 ② 4,980 4 にぎわい創出課

8 4 1 8 ④ 5,184 4 建設課

8 5 1 9 ④ △ 35,500 5 建設課

9 1 5 10 ④ 60,156 5 建設課

9 1 5 11 ④ 14,000 6 危機管理課

【 下水道事業特別会計 】 単位： 千円

款 項 目
整理
No.

創生総
合戦略

予 算 額
説　明
ページ

別添資料
ペ ー ジ

所　管　課

1 1 2 12 4,003 6 環境水道課

【基金・地方債・普通交付税の状況】

7 財政班

8 財政班

9 財政班

10 財政班

11 財政班

12 財政班

13 財政班

鳥獣被害対策事業

事 業 名

下水道事業計画変更事業

政策的主要事業等一覧（目次）

鶏卵加工施設整備事業

就農・定住促進協議会運営事業

事 業 名

高齢者安心生活支援住宅外構整備事業

くぼかわ保育所改修事業

町営住宅長寿命化事業

吉見川浸水対策事業

耐震化促進事業

緊急用ヘリポート整備事業

谷干城フィギュア像作製委託事業

若者定住促進事業

地方債発行額及び公債費等の推移（一般会計）

平成29年度「四万十町」普通交付税の状況

各種基金の状況（全会計）

平成29年度「特定目的基金」充当先一覧

平成29年度「ふるさと支援基金」充当先一覧

地方債残高見込（全会計）

平成29年度「地方債」借入見込額及び充当先一覧

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に掲げる基本目標

①地域の特性を生かした雇用を創出する

②四万十町への新しい人の流れをつくる

③若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

④時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守る



平成29年度 9月補正予算資料

単位：千円

単位：千円

平29 平30 平31 計

全

体

計

画

等

平成27年度…既存建築物解体、撤去工事
平成28年度…新築工事
平成29年度…外構工事、備品購入

　

27,149 58,859 2,621 － － 88,629 

平27 平28

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

外構工事費　2,379千円（敷地内歩行部分のコンクリート舗装）
備品購入費　　292千円（プレハブ倉庫）

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

今回 2,621 0 0 0 

　平成28年度に高齢者安心生活支援住宅を開設したが、入居者がシル
バーカーなどを利用して中庭から外出する際、路面状況が悪く、歩き
づらいなどの状況にあるため、舗装整備し住環境の改善を図る。
　また、屋外で使うシルバーカーなどを保管する場所がないため、敷
地内に倉庫を整備する。

2,621 18 高齢者安心生活支援住宅備品購入費 292 

予 算 額
財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳

継 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

■ 事業の目的(趣旨)

0 2,621 15 高齢者安心生活支援住宅整備工事費 2,329 
計 2,621 0 0 0 

目名 老人福祉施設費
事　業　名 高齢者安心生活支援住宅外構整備事業 創 所 管 課 名 健康福祉課

0 0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

会　計　名 一般会計 款 3 項 1 目 8

予算書頁 26 ページ　　～ 26 ページ

既決 0 0 0 0 

0 

新・継

0 25,000 35,000 20,000 20,000 100,000 

全

体

計

画

等
平27 平28 平29 平30 平31 計

平成28年度　25,000千円(25件)実績
平成29年度　35,000千円(35件)
平成30～31年度　20,000千円(20件)／年度

　

他 過疎地域自立促進特別事業基金繰入金 15,000 

35,000 0 0 0 

　当初予算で20,000千円(20件分)を予算計上していたが、8月時点で既
に20件の申し込みがあるため、増額補正を行い今後の申請に対応する。

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

今回 15,000 

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

　次世代を担う若者が町内に定住するための支援を行うことにより、
四万十町への移住と定住の促進を図り、活力に満ちた地域社会の実現
に寄与する。

35,000 0 

(政策的主要事業等の概要説明資料)

会　計　名 一般会計 款 2 項 1 目 6

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
継 国 県

■ 事業の目的(趣旨)

15,000 0 19 若者定住促進支援事業補助金 15,000 
計

地 方 債 そ の 他 一般財源

目名 企画費
事　業　名 若者定住促進事業 創 所 管 課 名 建設課

20,000 0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

予算書頁 21 ページ　　～ 21 ページ

既決 20,000 

行数

- 1 -



平成29年度 9月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)
行数

単位：千円

単位：千円

平29 平30 平31 計

全

体

計

画

等

事業実施年度：平成29年度～平成31年度
平成29年度～平成30年度　運営資金貸付、町補助金
平成31年度　町補助金
※運営資金貸付8,000千円（事業終了の平成31年度に償還）

　

0 0 9,085 9,000 4,500 22,585 

平27 平28

　協議会の運営について農山漁村振興交付金の補助対象外経費に対し
て町費で補助金を交付する。

（協議会の活動内容）
　協議会の開催、ワークショップの開催、先進地視察、農業体験ツ
アーの実施等

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

　農村部における空き家の活用や、ほ場整備をきっかけとした定住住
宅の新設を通じ、農村部への移住を促進するために、四万十町就農・
定住促進協議会を組織し活動経費を補助する。

0 9,085 19 四万十町就農・定住促進協議会補助金 837 
■ 事業の目的(趣旨)

1,085 9 研修旅費 248 
計 9,085 0 0 0 

8,000 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 1,085 

予算書頁 35 ページ　　～ 35 ページ

既決 8,000 

平28 平29 平30 平31 計

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

目名 農業振興費
事　業　名 就農・定住促進協議会運営事業 創 所 管 課 名 農林水産課

会　計　名 一般会計 款 6 項 1 目 3

全

体

計

画

等

　

0 0 8,580 0 0 8,580 

平27

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

他 施設等整備基金繰入金 8,500 

・ホールの床材は経年劣化による歪みがあり、また非常に硬く、転倒
　した際の危険性が高いため、張り替えを行う。　（2,743千円）

・一時避難先としての環境整備に加え、日常保育における児童の安全
　確保を図るため、ホールに空調設備を設置する。（5,351千円）

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

8,580 

　避難勧告に関するガイドラインの改正（平成29年1月）に伴い、くぼ
かわ保育所ホールを、土砂災害危険区域に立地する松葉川保育所、川
口保育所の一時的避難先として整備する。
　日常の保育運営に関しては、床材の変更により転倒時の危険性を軽
減させ、また、ホールへの空調設置により、幼児等の室内活動や昼寝
等に利用することで環境改善を図る。

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

8,500 80 
■ 事業の目的(趣旨) 15 くぼかわ保育所改修工事費 8,094 

8,500    80 
13

 くぼかわ保育所改修工事設計
 監理委託料

486 
計 8,580 0 0 0 

0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回

目名 児童福祉総務費
事　業　名 くぼかわ保育所改修事業 創 所 管 課 名 生涯学習課

会　計　名 一般会計 款 3 項 2 目 1

予算書頁 27 ページ　　～ 27 ページ

既決 0 

- 2 -



平成29年度 9月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)
行数

単位：千円

単位：千円

36,431 32,458 38,274 40,000 40,000 187,163 

全

体

計

画

等
平27 平28 平29 平30 平31 計

　野生鳥獣による農林水産物被害の抑制のため、狩猟免許取得者
の確保や報償金制度の活用により被害対策を継続的に実施する。 　

県 シカ捕獲推進事業費補助金 700 

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

　
 わな猟免許所持者に、くくりわな購入経費（上限2万円/人）を補助する
ことで捕獲推進を図る。

・捕獲推進事業補助金（わな購入補助　上限20千円/人）
　20千円×35人＝700千円（県費）

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

　深刻化する鳥獣による農林水産物被害の防止及び有害鳥獣捕獲の担
い手となる狩猟者の確保を図る。

29,077 0 
■ 事業の目的(趣旨)

0 19 捕獲推進事業費補助金 700 
計 38,274 0 9,197 0 

地 方 債 そ の 他 一般財源

目名 林業振興費
事　業　名 鳥獣被害対策事業 所 管 課 名 農林水産課

29,077 0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 700 700 

予算書頁 37 ページ　　～ 37 ページ

既決 37,574 8,497 

会　計　名 一般会計 款 6 項 2 目 2

50,000 16,746 50,000 － － 116,746 

全

体

計

画

等

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
継 国 県

平27 平28 平29 平30 平31 計

　

県 産業振興推進総合支援事業費補助金 50,000 

事業主体　　：　株式会社 ぶらうん
事業概要　　：　鶏卵加工施設の新設
総事業費　　：　108,498千円
補助対象経費：　100,461千円
補助率（県）：　補助対象経費の1/2以内（補助限度額50,000千円）
補助金額　　：　50,000千円 歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

　多様化する顧客ニーズへの対応や、さらなる販路拡大を図るため、
自社鶏卵や地場産品を活用した加工品（惣菜等）を製造することがで
きる加工施設を新設する。

0 0 
■ 事業の目的(趣旨)

0 19 鶏卵加工施設整備事業補助金 50,000 
計 50,000 0 50,000 0 

0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 50,000 50,000 

予算書頁 35 ページ　　～ 35 ページ

既決 0 0 

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
継 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

目名 畜産業費
事　業　名 鶏卵加工施設整備事業 創 所 管 課 名 農林水産課

会　計　名 一般会計 款 6 項 1 目 4

- 3 -



平成29年度 9月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)
行数

単位：千円

単位：千円

10,035 0 5,184 3,500 2,600 21,319 

全

体

計

画

等
平27 平28 平29 平30 平31 計

・平成29年度　北ノ川第1団地　1～3、7号棟　4棟　8戸
・平成30年度　北ノ川第1団地　4～6号棟　　 3棟　5戸
・平成31年度　北ノ川第2団地　8号、9号　　 2棟　4戸

　

　外壁木部及び瓦の塗装を行い耐久性の向上を図る。また劣化した
シーリングの打替えを行い雨漏りの防止を行う。

　・長寿命化 5,184千円（北ノ川第1団地 外壁木部塗等装工事）
歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

　町営住宅の管理にあたっては、予防保全的な管理・修繕等が建物の
長寿命化に重要なことであり、早期の修繕により更新コストの縮減を
目指す。

75 5,109 
■ 事業の目的(趣旨)

5,184 15 住宅維持補修工事費 5,184 
計 5,184 0 0 0 [補正予算額]5,973(長寿命化分5,184、通常分789)

地 方 債 そ の 他 一般財源

目名 住宅管理費
事　業　名 町営住宅長寿命化事業 創 所 管 課 名 建設課

75 ▲ 75 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 5,184 

予算書頁 44 ページ　　～ 44 ページ

既決 0 

会　計　名 一般会計 款 8 項 4 目 1

0 0 4,980 0 0 4,980 

全

体

計

画

等

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
継 国 県

平27 平28 平29 平30 平31 計

　

ふるさと支援基金繰入金 4,980 

谷干城フィギュア像作製
　(1)新規デザイン・原型作製　　　　　1,674千円
　(2)等身大立像、型、ＦＲＰ製品作製　2,706千円
　(3)台座・設置　　　　　　　　　　　　600千円

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

　四万十町「志国高知幕末維新博」推進委員会で幕末維新博と連携し
「谷干城」をＰＲする手段として、フィギュア像の作製設置が提案さ
れた。「谷干城」を具体的に知るきっかけにするとともに、街歩きの
観光資源として活用する。

他

4,980 0 
■ 事業の目的(趣旨)

4,980 0 13 谷干城フィギュア像作製委託料 4,980 
計 4,980 0 0 0 

地 方 債 そ の 他 一般財源

目名 観光費
事　業　名 谷干城フィギュア像作製委託事業 創 所 管 課 名 にぎわい創出課

0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 4,980 

予算書頁 40 ページ　　～ 40 ページ

既決 0 

会　計　名 一般会計 款 7 項 1 目 3

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
新 国 県

- 4 -



平成29年度 9月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)
行数

単位：千円

単位：千円

804,197 

平27 平28 平29 平30 平31 計

 建築物耐震対策緊急促進事業
 費補助金(沿道建築物)

▲ 587 

住宅耐震化促進事業設計費補助金 1,537 

全

体

計

画

等

平成29～31年度　一般住宅及び建築物及び避難所等の耐震化 　

ブロック塀等対策推進補助金

 建築物耐震対策緊急促進事業
 費補助金(地区集会所)

1,563 
176,468 259,549 222,650 72,765 72,765 

空き家対策総合支援事業費補助金 6,682 
県 住宅耐震化促進事業改修費補助金 9,255 

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

国 防災・安全社会資本整備交付金(耐震対策)

1,500 
老朽住宅除却事業補助金 3,341 

5,212 

［委託料］沿道建築物解体工事損失事前調査 …  2,804千円

［補助金］木造住宅耐震化促進事業
　　　　　・住宅耐震改修設計（30件追加）…　 6,150千円
　　　　　・住宅耐震改修工事（30件追加）…　37,020千円
　　　　　ブロック塀等対策（15件追加）　…　 6,000千円
　　　　　老朽住宅除却事業（13件追加）　…　13,364千円
　　　　　建築物耐震対策緊急促進事業　　…　 5,212千円

26,891 

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし 建築物耐震対策緊急促進事業費補助金

37,020 
ブロック塀等対策推進補助金 6,000 
老朽住宅除去事業費補助金 13,364 

　今後発生が予想される南海トラフ地震に備え、木造住宅、避難所等
の建築物の耐震化を図るとともに、避難路等の確保を図るため危険な
ブロック塀及び老朽危険住宅の除去や緊急輸送道路沿いの建築物耐震
化等に必要な支援を行い、地域安全対策を強化する。

沿道建築物アスベスト調査委託料 ▲ 186 
19 木造住宅耐震改修設計費補助金 6,150 

木造住宅耐震改修費補助金

継 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

300 49,415 
■ 事業の目的(趣旨) 沿道建築物耐震診断委託料 ▲ 10,208 

9,974 
13

 沿道建築物解体工事損失事前
 調査委託料

2,804 
計 222,650 106,572 49,963 16,400 

300 39,441 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 60,156 33,573 16,609 

目名 防災費
事　業　名 耐震化促進事業 創 所 管 課 名 建設課

会　計　名 一般会計 款 9 項 1 目 5

予算書頁 47 ページ　　～ 47 ページ

既決 162,494 72,999 33,354 16,400 

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳

全

体

計

画

等

平成28年度・・・全体計画策定委託業務
平成29～30年度・・・測量設計、用地購入
平成31～32年度・・・遊水池整備、ポンプ施設設置

　

0 6,966 137,000 0 300,000 443,966 

平27 平28 平29 平30 平31 計

防災・安全社会資本整備交付金 ▲ 17,750 

町債 公共事業等債（下水道） ▲ 16,000 

・実施設計委託（ポンプ場・遊水池）
・用地購入

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

　平成26年度の台風により、窪川地区中心部の計218戸（床上浸水143
戸、床下浸水75戸）が被害を受けたことにより、これを解消するため
のポンプ増設と遊水池の整備を行う。

国

0 6,950 17 吉見川浸水対策用地購入費 14,000 
■ 事業の目的(趣旨)

▲ 1,750 13 吉見川浸水対策測量設計委託料 ▲ 49,500 

計 137,000 68,250 0 61,800 

地 方 債 そ の 他 一般財源

目名 下水道費
事　業　名 吉見川浸水対策事業 所 管 課 名 建設課

8,700 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 ▲ 35,500 ▲ 17,750 ▲ 16,000 

予算書頁 45 ページ　　～ 45 ページ

既決 172,500 86,000 77,800 

会　計　名 一般会計 款 8 項 5 目 1

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
継 国 県
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平成29年度 9月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)
行数

単位：千円

単位：千円

0 0 4,003 0 0 4,003 

平27 平28 平29 平30 平31 計

社会資本整備総合交付金 2,000 
他 一般会計繰入金 2,003 

全

体

計

画

等

　

下水道事業計画変更委託料　4,003千円
事業費内訳
（　国　）4,000千円×1/2＝2,000千円
（繰入金）4,003千円－2,000千円＝2,003千円

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

　平成27年5月の法改正に伴い、今後の下水道の維持管理を適正なものと
するため、事業計画で施設の点検の頻度・方法を示す必要があることか
ら、下水道事業計画の変更が平成30年11月までに必須となっている。
　平成30年度に変更する予定であったが、県より事業前倒しの指示を受
け9月補正で計上する。

国

2,003 0 
■ 事業の目的(趣旨)

2,003 0 13 下水道事業計画変更委託料 4,003 
計 4,003 2,000 0 0 

地 方 債 そ の 他 一般財源

目名 維持管理費
事　業　名 下水道事業計画変更事業 所 管 課 名 環境水道課

0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 4,003 2,000 

予算書頁 173 ページ　　～ 173 ページ

既決 0 

会　計　名 下水道事業特別会計 款 1 項 1 目 2

0 0 14,000 65,000 0 79,000 

全

体

計

画

等

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
新 国 県

平27 平28 平29 平30 平31 計

平成29年度…測量設計委託
平成30年度…用地購入、実施設計、工事 　

緊急用ヘリポート整備測量設計委託
　実施場所：大道、野々川地区
　実施内容：ヘリポート整備予定地の測量及び設計
　事 業 費：7,000千円×2か所＝14,000千円

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

町債 合併特例事業債(消防施設等整備) 13,300 

　狭隘な地形を要する山間集落に緊急用のヘリポートを整備すること
により、平常時の救命医療での利用も視野に入れながら、今後発生が
予想される南海トラフ地震に備えた救命救急や物資輸送などを行うこ
とを可能とし、地域の安全対策を強化する。

 緊急用ヘリポート整備測量設
 計委託料

14,000 
計 14,000 0 0 13,300 0 700 

細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 14,000 13,300 700 
13

47 ページ

既決 0 0 節

歳 出 予 算 内 訳
新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源 予算書頁 47 ページ　　～

1 目 5 目名 防災費
事　業　名 緊急用ヘリポート整備事業 創 所 管 課 名 危機管理課

会　計　名 一般会計 款 9 項

新・継
予 算 額

財 源 内 訳

■ 事業の目的(趣旨)
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各種基金の状況（全会計）　 単位：千円

平成28年度 平成29年度

末残高 末残高見込

利子積立 予算積立

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ（B+C-D+E） Ｇ（A+F）

(250,000) (250,000) (250,000)

3,347,925 10,038 250,000 260,038 3,607,963 

(119,000) (119,000) (119,000)

987,940 2,600 119,000 19,500 102,100 1,090,040 

(11,400) (26,592) (▲ 15,192) (▲ 15,192)

4,858,610 9,576 1,547,040 1,258,355 298,261 5,156,871 

(8,500) (▲ 8,500) (▲ 8,500)

1,435,740 4,250 31,746 8,500 27,496 1,463,236 

132,832 247 247 133,079 

24,723 75 75 24,798 

320,634 992 9,500 ▲ 8,508 312,126 

22,593 71 71 22,664 

6,757 21 21 6,778 

202,798 614 51,267 ▲ 50,653 152,145 

1,186,900 107,900 107,900 1,294,800 

(▲ 10,338) (10,338) (10,338)

1,178,842 2,623 1,200,000 939,843 262,780 1,441,622 

85,000 85,000 

(1,400) (23,500) (▲ 22,100) (▲ 22,100)

182,311 480 195,900 224,415 ▲ 28,035 154,276 

(4,930) (▲ 4,930) (▲ 4,930)

79,209 202 1,494 24,830 ▲ 23,134 56,075 

(10,000) (10,000) (10,000)

271 1 10,000 10,001 10,272 

(130,400) (26,592) (250,000) (353,808) (353,808)

9,194,475 22,214 1,666,040 1,277,855 250,000 660,399 9,854,874 

211,832 619 161 780 212,612 

120,969 181 181 121,150 

350 350 

333,151 800 161 961 334,112 

(130,400) (26,592) (250,000) (353,808) (353,808)

9,527,626 23,014 1,666,040 1,277,855 250,161 661,360 10,188,986 

(40,000) (100,000) (140,000) (140,000)

174,329 365 40,000 345 100,000 140,020 314,349 

10,487 26 26 10,513 

0 0

(3,000) (3,000) (3,000)

5,732 18 3,000 3,018 8,750 

(20,000) (20,000) (20,000)

98,162 310 20,000 20,310 118,472 

(43,000) (120,000) (163,000) (163,000)

288,710 719 43,000 345 120,000 163,374 452,084 

(173,400) (26,592) (370,000) (516,808) (516,808)

9,816,336 23,733 1,709,040 1,278,200 370,161 824,734 10,641,070 

特 別 会 計 合 計

基 金 総 合 計

注）上段(　)書きは今回補正額

一 般 会 計 合 計

特

別

会

計

国

保

国 保 財 政 調 整 基 金

国 保 高 額 療 養 費 貸 付 基 金

診

療

所

大 正 診 療 所 財 政 調 整 基 金

一

般

会

計

ふ る さ と 創 生 基 金

地 域 振 興 基 金

地 域 福 祉 基 金

中山間ふるさと水と土保全基金

定 額 運 用 基 金 計

過疎地域自立促進特別事業基金

十 和 診 療 所 財 政 調 整 基 金

介
護

介 護 財 政 調 整 基 金

防 災 ま ち づ く り 基 金

学 校 施 設 等 整 備 基 金

積 立 基 金 計

定

額

運

用

基

金

土 地 開 発 基 金

奨 学 資 金 貸 付 基 金

県 証 紙 基 金

積

立

基

金

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

そ の 他 特 定 目 的 基 金

施 設 等 整 備 基 金

農業集落排水事業振興基金

新 し い 町 づ く り 基 金

合併特例債まちづくり基金

ふ る さ と 支 援 基 金

園 芸 作 物 価 格 安 定 基 金

会
計
区
分

基 金 名

平 成 29 年 度

積 立 額
取 崩 額

歳計剰余
金処分等

計
(年度中増減)
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☞ 平成29年度「特定目的基金」充当先一覧 単位: 千円

補正前 補正額 補正後

3 2 1
0 8,500 8,500 

0 8,500 8,500 

3 1 1
3,400 3,400 

3 1 2
2,200 2,200 

3 1 3
3,900 3,900 

9,500 0 9,500 

2 2 2
6,300 6,300 

2 3 1
11,667 11,667 

10 1 2
33,300 33,300 

51,267 0 51,267 

(1)
142,538 2,233 144,771 

(2)
120,510 ▲ 3,967 116,543 

(3)
179,732 2,813 182,545 

(4)
150,108 12,183 162,291 

(5)
80,970 600 81,570 

(6)
276,323 ▲ 24,200 252,123 

950,181 ▲ 10,338 939,843 

2 1 6
31,800 15,000 46,800 

3 1 1
51,000 51,000 

3 1 2
16,800 16,800 

4 1 1
3,300 3,300 

5 1 1
18,486 18,486 

6 1 3
8,029 8,029 

6 2 2
55,000 5,000 60,000 

6 2 2
6,200 6,200 

10 5 1
10,300 3,500 13,800 

200,915 23,500 224,415 

9 1 5
7,700 7,700 

9 1 5
3,000 2,000 5,000 

9 1 5
2,000 2,000 4,000 

9 1 5
1,200 1,200 

9 1 5
3,000 3,000 

9 1 5
3,000 930 3,930 

19,900 4,930 24,830 

特定目的基金
1,231,763 26,592 1,258,355 

計　

施 設 等
整備基金

くぼかわ保育所改修事業  ホール空調設備設置、ホール床修繕

 窪川荘浴槽改修

 計画策定業務委託

 計画策定業務委託

戸籍システム更新事業

ふるさとの未来を担う子ども支援に関する事業

ふるさと四万十川の保全、観光及び交流の振興に関する事業

ふるさとを守り元気にする人づくりと地域づくりに関する事業

その他目的達成のために町長が必要と認める事業

　　　〃

　　　〃

　　　〃

ＩＣＴ教育推進事業

ふるさとの豊かな地域資源を活用した地場産業の振興に関する事業 別頁“「ふるさと支援基金」充当先一覧”参照

ふるさと
支援基金

計　

ふるさとでいつまでも健やかに暮らせる高齢者支援に関する事業 　　　〃

基 金 名 款 項 目
基 金 充 当 額

事 業 内 容

地域福祉
基　　金

新 し い
町づくり
基　　金

計　

計　

地域福祉計画策定事業

障害者計画及び障害福祉計画策定事業

特別養護老人ホーム運営事業

滞納管理システム導入事業

 戸籍システム更新作業委託

 学校校務用パソコンリース

 滞納管理システム導入委託

　　　〃

事 業 名

過疎地域
自立促進
特別事業
基　　金

24時間電話健康相談事業

雇用創出事業

新規就農者定着促進事業

四万十川流域豊かな森林保全整備事業

特用林産生産体制支援事業

計　

在宅介護手当

移住定住促進事業

四万十川桜マラソン開催事業

あったかふれあいセンター事業

 若者定住促進支援・家族支え合い居住支援・
 移住者等賃貸住宅家賃助成事業補助金

 事業委託

 在宅介護手当

 業務委託等

 雇用創出事業補助金

 壮年就農給付金、農業後継者支援給付金、
 新規就農推進事業費補助金

 水門撤去工事

 作業道開設、搬出・切捨間伐補助

 特用林産生産基盤支援事業費補助金
(椎茸栽培用原木、木炭生産用原木、栗苗木)

 実行委員会補助

防災まち
づ く り
基　　金

デジタル簡易無線中継局整備事業

 自主防災組織活動支援事業補助金、
 自主防災組織連絡協議会活動補助金

 維持管理工事（興津）

 放置漁船減災対策事業補助金

 整備工事

津波避難路等整備事業  津波避難路等整備事業補助金（興津、志和）

志和海岸水門撤去事業

自主防災育成事業

津波避難路維持管理事業

放置漁船減災対策事業

計　

計　
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☞ 平成29年度「ふるさと支援基金」充当先一覧 単位：千円

補正前 補正額 補正後 補正前 補正額 補正後

ふるさとの豊かな地域資源を活用
した地場産業の振興 142,538 2,233 144,771 

ふるさと四万十川の保全、観光及び
交流の振興 150,108 12,183 162,291 

地域資源ブランド化推進事業
2,000 2,000 

四万十川対策事業
23,250 23,250 

環境保全型農業推進事業
4,379 4,379 

合併浄化槽設置整備事業
12,732 12,732 

栗再生プロジェクト推進事業
1,000 1,000 

四万十川再生事業
（保全活用推進検討業務） 15,628 15,628 

御成婚の森管理育成事業
761 761 

四万十川再生事業
（河川水質検査） 1,329 1,329 

四万十ヒノキ販売促進事業
220 220 

四万十川再生事業
（四万十川環境整備業務） 2,000 2,000 

鳥獣被害対策事業
29,077 29,077 

四万十川方式浄化システム管理事
業 12,380 50 12,430 

シカ個体数調整事業
8,000 8,000 

四万十川環境保全対策事業
8,814 8,814 

自伐林業者等育成事業
8,535 8,535 

四万十川一斉清掃
92 92 

町有林管理整備事業
55,898 55,898 

四万十ヤイロチョウの森保全活動
事業 3,638 3,638 

コールセンター等立地促進事業
10,320 10,320 

水産業振興補助事業
7,500 7,500 

商工会運営育成補助事業
（創業支援分） 8,475 8,475 

ホビー館関連推進事業
11,967 1,264 13,231 

商工業振興事業
13,873 2,233 16,106 

観光施設管理委託事業
10,200 700 10,900 

ふるさとでいつまでも健やかに暮
らせる高齢者支援 120,510 ▲ 3,967 116,543 

ウェル花夢整備事業
4,000 1,400 5,400 

コミュニティバス運行委託事業
5,754 5,754 

イベント事業
9,020 369 9,389 

路線バス停留所標識整備事業
1,051 1,051 

観光振興事業
19,000 2,800 21,800 

高齢者等外出支援事業
（福祉タクシー・バス） 15,912 15,912 

幕末維新博連携事業
7,300 5,600 12,900 

配食サービス事業
5,600 457 6,057 

奥四万十観光磨き上げ事業
1,258 1,258 

国保診療所運営事業
（特別会計繰出金） 82,193 ▲ 5,424 76,769 

ふるさとを守り元気にする人づくりと
地域づくり 80,970 600 81,570 

生活環境整備事業
10,000 1,000 11,000 

公共施設Wi-Fi(無線通信)環境整備
事業 1,400 1,400 

ふるさとの未来を担う子ども支援
179,732 2,813 182,545 

地区活動支援事業
16,135 16,135 

放課後児童健全育成事業
2,606 24 2,630 

移住定住促進事業
（空き家活用促進事業補助金） 9,120 9,120 

多子世帯保育料軽減事業
（第3子以降無料・第2子半額） 25,510 25,510 

人材育成推進事業
51,600 600 52,200 

安心子育て支援事業
（出産祝金） 10,000 10,000 

ボルダリング設備整備事業
2,715 2,715 

乳幼児・児童医療費助成事業
34,600 34,600 

その他目的達成のために町長が必
要と認める事業 276,323 ▲ 24,200 252,123 

不妊治療費助成事業
2,175 2,175 

簡易水道事業特別会計繰出金
253,723 ▲ 1,600 252,123 

妊婦一般健康診査通院費助成事業
6,000 6,000 

道路維持補修事業
22,600 ▲ 22,600 

新生児聴覚検査事業
625 625 950,181 ▲ 10,338 939,843 

乳幼児健診事業
2,200 2,200 

スクールバス購入事業
7,756 7,756 

就学奨励金給付事業
1,700 1,700 

　　　　　　　　　　　［予算計上額］　　　［繰入計画額］

ＩＣＴ教育推進事業
25,620 25,620 ① 継 続（H27以前からの既存事業）分

教育研究所・教育支援センター運
営事業 15,616 517 16,133 

　　　　　　　　　　　7億118万円　 ／ 　6億9,149万円

防災用ヘルメット購入事業
（小・中学校） 3,456 3,456 

緊急地震速報装置設置事業
（小・中学校） 5,986 5,986 ② 新 規（H28以降の新規拡充事業）分

学校活動等補助金交付事業
（小・中学校） 8,058 1,280 9,338 

　　　　　　　　　　　2億3,866万円　 ／ 　2億5,426万円

木の香るまちづくり推進事業
［机・椅子購入］（小学校） 2,874 2,874 

中学校部活動用楽器購入事業
［窪川中・大正中］ 12,711 12,711 ③＝①＋②　H29年度予算計上　計

放課後子どもプラン推進事業
12,239 992 13,231 

　　　　　　　　　　　9億3,984万円　 ／ 　9億4,575万円

事業
区分

事 業 名

(６)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ふるさと納税関連経費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 相当額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 事業利益の1／2相当額

繰 入 金 内 訳

事 業 名
事業
区分

ふるさと支援基金繰入金　計

基 金 充 当 額 基 金 充 当 額

(１)

(２)

(３)

(４)

(５)

　　　　　　　　　　　　　 　　　 　　　　H29繰入計画(限度)額計

0
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☞
 
地
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債

残
高

見
込

（
全
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計

）

単
位
：
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円
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年
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末
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成
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末
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現
　

 在
 　

高
現
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高
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成
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成
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込
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0 
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14
6,
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５
．
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特
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会
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5,
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2,
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0 
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,6
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0,
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1 

６
．
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正

診
療

所
特

別
会

計
26
7,
00
0 

28
9,
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2 

9,
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0 

11
,3
32
 

28
7,
36
0 

７
．

十
和

診
療

所
特

別
会

計
0 

0 
4,
10
0 

0 
4,
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0 

８
．

水
道

事
業

1,
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8,
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0 

1,
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3,
16
0 

0 
49
,7
56
 

1,
10
3,
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4 

2
6
,
2
4
4
,
5
7
6
 

2
5
,
5
0
2
,
8
8
6
 

1
,
7
4
5
,
8
0
0
 

2
,
4
5
8
,
7
3
3
 

2
4
,
7
8
9
,
9
5
3
 

一
般
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計

の
う

ち
、

「
過

疎
対

策
債

」
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び
「

合
併

特
例

債
」

の
状

況

■
過

疎
対

策
債

当
 
該

 
年

 
度

 
の

 
起

 債
 (
借

 入
)
 額

8
6
7
,
6
0
0
 

5
5
0
,
9
0
0
 

当
 
該

 
年

 
度

 
の

 
元

 
金

 
償

 
還

 
額
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当
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0
0
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定
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上
）
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い
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た
め
、
予
算
計
上
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は
異
な
る
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7
3
,
9
8
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参

考
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［
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［
 
平

成
2
9
年

度
 
]

地
方
債
の
前
々
年
度
に
お
け
る
現
在
高
な
ら
び
に

前
年

度
末

4
7
4
,
5
9
0
 

及
び
当
該
年
度
末
に
お
け
る
現
在
高
の
見
込
に
関

す
る

調
書

平
成
2
9
年
度
中
増
減
見
込
額

会
計

名

普
通

会
計

全
会
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☞ 平成29年度「地方債」借入見込額及び充当先一覧

単位: 千円

款 項 目 補 正 前 補 正 額 補 正 後

6 1 5 農村災害対策事業
9,000 9,000 

6 1 5 農業基盤整備促進事業
7,500 7,500 

8 5 1 吉見川浸水対策事業
77,800 ▲ 16,000 61,800 

94,300 ▲ 16,000 78,300 

8 4 2 公営住宅建設事業
33,400 900 34,300 

33,400 900 34,300 

11 1・2 － 現年発生補助災害復旧事業
46,200 7,200 53,400 

現年発生単独災害復旧事業
5,000 5,000 

過年発生補助災害復旧事業
12,000 12,000 

58,200 12,200 70,400 

2 1 3 合併特例債まちづくり基金造成事業
102,500 102,500 

4 1 5 興津診療所耐震改修事業
4,200 4,200 

6 2 2 森林組合本所建築事業
39,900 39,900 

9 1 5 津波避難対策推進事業
8,900 5,800 14,700 

9 1 5 耐震化促進事業
3,300 3,300 

9 1 5 緊急用ヘリポート整備事業
13,300 13,300 

158,800 19,100 177,900 

9 1 5 興津高台用地整備事業
30,500 30,500 

0 30,500 30,500 

2 1 6 移住定住促進事業
10,100 300 10,400 

3 1 2 特別養護老人ホーム運営事業
2,100 2,100 

4 2 2 塵芥収集車購入事業
11,100 11,100 

7 1 3 松葉川温泉改修事業
22,500 22,500 

7 1 3 こいのぼり公園再生整備事業
20,000 20,000 

8 2 3 町道改良事業
110,400 8,200 118,600 

8 2 3 橋梁修繕及び耐震補強事業
36,300 ▲ 1,000 35,300 

9 1 2 高幡消防組合負担金
3,300 7,200 10,500 

9 1 5 町道改良事業（津波避難路）
20,000 3,300 23,300 

10 2 1 東又小学校プール改築事業
114,500 18,600 133,100 

10 2 1 東又小学校屋外運動場改修事業
12,000 12,000 

10 3 1 窪川中学校空調設備設置事業
13,900 13,900 

10 4 5 窪川四万十会館改修事業
8,800 8,800 

373,000 48,600 421,600 

2 1 3 過疎地域自立促進特別事業基金造成事業
194,500 1,400 195,900 

2 1 3 旧大正町役場解体撤去事業
13,000 13,000 

7 1 3 下津井ヘルスセンター解体撤去事業
7,800 7,800 

8 2 3 橋梁一括点検調査事業
35,500 1,200 36,700 

8 4 2 公営住宅建設事業
1,600 1,600 

9 1 5 緊急輸送道路沿道建築物解体撤去事業
13,100 13,100 

263,900 4,200 268,100 

636,900 52,800 689,700 

－ － － 臨時財政対策債
328,300 19,700 348,000 

328,300 19,700 348,000 

1,309,900 119,200 1,429,100 

【参 考】 166,400 

2,131,344 

▲ 535,844 

19,361,173 

本 年 度 「 地 方 債 増 減 」 見 込 額

本 年 度 末 「 地 方 債 残 高 」 見 込 額

一 般 会 計 ／ 繰 越 分 借 入 見 込 額 計

用地鑑定、用地造成工事

緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 債 計

町有集会施設耐震改修

見付第１団地解体撤去工事

改築工事、備品購入等

過 疎 対 策 事 業 債 計

14路線

1路線

過 疎 対 策 事 業 債 ［ ハ ー ド 分 ］ 計

 改修工事等

解体工事

橋梁一括点検調査委託

※一般財源のため充当事業なし

 県営農村災害対策整備事業負担金

 測量設計委託

■一般会計／現年度分

起 債 の
目　　的

歳出予算科目
充 当 事 業 名 事 業 内 容 等

起 債 見 込 額 ( 限 度 額 )

公　　共
事業等債

公 共 事 業 等 債 計

農道・水路改良

公営住宅
建　　設
事 業 債

見付第１団地新築工事

公 営 住 宅 建 設 事 業 債 計

災害復旧
事 業 債

公共土木施設・農林水産施設

公共土木施設

災 害 復 旧 事 業 債 計

農林水産施設

合併特例
事 業 債

設計業務委託

補助金

過

疎

対

策

事

業

債

整備工事

改築工事、備品購入等

解体工事等

解体工事

合併特例債まちづくり基金造成

志和地区ヘリポート及び避難路等整備

測量設計委託

合 併 特 例 事 業 債 計

トイレ等改修

塵芥収集車購入

6橋

緊急防災
・ 減 災
事 業 債

本年度「公債費(元金償還金)」見込額

 耐震性貯水槽整備、高規格救急車整備

臨 時 財 政 対 策 債 計

一 般 会 計 ／ 現 年 度 分 借 入 見 込 額 計

臨時財政
対 策 債

ハ

ー

ド

分

移住定住促進用住宅改修

 特別養護老人ホーム組合分担金
（窪川荘浴槽改修分）

ソ

フ

ト

分

過疎地域自立促進特別事業基金造成

過 疎 対 策 事 業 債 ［ ソ フ ト 分 ］ 計

1・2年生学級教室空調設備設置

- 11 -



☞
 
地
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債
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行

額
及

び
公

債
費
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移
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会
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決
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決
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込
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①
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⑤
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④
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地
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<メ
モ

>

■
臨
時
財
政
対
策

債
と
は
…

本
来
、
地
方
交
付

税
で
措
置
さ
れ
る
べ

き
額
に
つ
い
て
、
国

の
財
政
事
情
が
厳
し

い
こ
と
か
ら
、
臨
時

的
に
地
方
債
と
し
て

配
分
さ
れ
る
も
の
。

後
年
度
に
、
元
利

償
還
金
の
全
額
が
地

方
交
付
税
と
し
て
措

置
(交

付
)さ

れ
る
。
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平
成

2
9
年

度
「

四
万

十
町

」
普

通
交

付
税

の
状

況
単

位
：

 
千

円

一
 
本

 
算

 
定

旧
窪

川
町

旧
大

正
町

旧
十

和
村

①
8
,
4
1
6
,
9
7
0
 

4
,
4
0
0
,
8
6
7
 

1
,
9
0
0
,
3
6
8
 

2
,
1
1
5
,
7
3
5
 

7
,
9
6
0
,
2
3
4
 

4
5
6
,
7
3
6
 

 
③

＝
②

×
縮

減
率

 
 
（

2
年

目
▲

3
0
%
）

1
3
7
,
0
1
7
 

6
5
,
5
0
0
 

3
3
,
3
5
0
 

3
8
,
1
6
7
 

④
＝

①
－

③
8
,
2
7
9
,
9
5
3
 

4
,
3
3
5
,
3
6
7
 

1
,
8
6
7
,
0
1
8
 

2
,
0
7
7
,
5
6
8
 

う
ち
臨
時
財
政
対
策
債
発
行
可
能
額

⑤
3
4
8
,
0
9
2
 

1
9
5
,
8
0
9
 

7
3
,
2
4
1
 

7
9
,
0
4
2
 

3
4
3
,
6
0
7
 

4
,
4
8
5
 

⑥
1
,
6
9
3
,
5
9
5
 

1
,
1
7
3
,
3
1
2
 

2
8
2
,
1
5
0
 

2
3
8
,
1
3
3
 

1
,
6
9
3
,
5
8
1
 

1
4
 

⑦
6
,
2
3
8
,
2
6
6
 

2
,
9
6
6
,
2
4
6
 

1
,
5
1
1
,
6
2
7
 

1
,
7
6
0
,
3
9
3
 

5
,
9
2
3
,
0
4
6
 

3
1
5
,
2
2
0
 

⑧
＝

⑦
×

調
整

率
6
,
2
5
8
 

　
注

）
上

記
③

縮
減

額
の

計
算

式
は

説
明

用
に

簡
素

化
し

た
も

の
で

実
際

の
計

算
方

法
と

は
異

な
る

。

⑨
＝

⑦
－

⑧
6
,
2
3
2
,
0
0
8
 

合
併

算
定

替
普

通
交

付
税

臨
時
財
政
対
策

債
発
行
可
能
額

計
(
 
実
質
的
な
普
通
交
付
税
 
)

⑩
6
,
0
9
0
,
3
3
2
 

平
成

2
9
年

度
6
,
2
3
2
,
0
0
8
 

3
4
8
,
0
9
2
 

6
,
5
8
0
,
1
0
0
 

⑪
＝

⑨
－

⑩
1
4
1
,
6
7
6
 

平
成

2
8
年

度
（

最
終

決
定

）
6
,
3
3
2
,
2
4
1
 

3
3
5
,
8
1
9
 

6
,
6
6
8
,
0
6
0
 

増
　

減
　

額
（

H
2
8
－

H
2
7
）

▲
 
1
0
0
,
2
3
3
 

1
2
,
2
7
3
 

▲
 
8
7
,
9
6
0
 

増
減

率
(
％

)
▲

 
1
.
6
 

3
.
7
 

▲
 
1
.
3
 

９
月

補
正

後
予

算
計

上
済

額

差
引

留
保

額

＊
「

基
準

財
政

需
要

額
」

及
び

「
基

準
財

政
収

入
額

」
は

「
錯

誤
措

置
額

」
加

算
後

の
額

項
目

計
算

式

合
併

算
定

替

◆
 
合

併
算

定
替

と
は

 
…

　
通

常
は

合
併

後
の

普
通

交
付

税
が

合
併

前
の

合
算

額
を

下
回

る
こ

と
に

な
る

が
、

合
併

に
よ

っ
て

交
付

税
　

（
 
上

表
Ａ

欄
 
）

　
　

　
が

急
激

に
減

少
し

な
い

よ
う

に
、

合
併

後
1
0
年

間
に

限
り

合
併

し
な

か
っ

た
場

合
の

交
付

税
額

（
合

併
前

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
の

市
町

村
単

位
で

算
出

し
た

交
付

税
の

合
算

額
）

を
全

額
保

障
す

る
も

の
。

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
ま

た
、

合
併

後
1
1
年

目
以

降
に

つ
い

て
も

、
一

本
算

定
(
合

併
後

の
本

来
の

交
付

税
額

)
ま

で
急

激
に

減
少

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
し

な
い

よ
う

、
激

変
緩

和
措

置
に

よ
り

段
階

的
に

縮
減

さ
れ

る
。

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 
　

【
縮

減
率

】
1
年

目
▲

1
0
%
→

2
年

目
▲

3
0
%
→

3
年

目
▲

5
0
%
→

4
年

目
▲

7
0
%
→

5
年

目
▲

9
0
%
→

6
年

目
▲

1
0
0
%

◆
 
一

 
本

 
算

 
定

 
と

は
 
…

　
合

併
後

の
人

口
等

に
応

じ
て

算
出

さ
れ

た
本

来
の

算
定

額
　

（
 
上

表
Ｂ

欄
 
）

合
併

算
定

替
と

一
本

算
定

の
　

差
　

額
（

Ａ
－

Ｂ
）

旧
３

町
村

計
（

Ａ
）

四
 
万

 
十

 
町

（
Ｂ

）

決 定 額 内 訳

基
準

財
政

需
要

額
(
縮

減
前

)

基
準

財
政

収
入

額

縮
減

額

基
準

財
政

需
要

額
(
縮

減
後

)

交
付

基
準

額

調
整

額

交
付

決
定

額

算
定

替
④
-
⑤
-
⑥

一
本
算
定

①
-
⑤
-
⑥

②
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